
京 都 大 学 発 明 規 程 新 旧 対 照 表 

改    正    前 改    正    後 

（前 略）  

（用語の定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語

の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(1)～(5) （略） 

(6) 「研究者等」とは、次に掲げる者をいう。 

ア 本学の教職員、特定有期雇用教職員、有期雇

用教職員及び時間雇用教職員 

イ 本学の客員教授、外国人研究者等であって、

かつ、本学との間で発明等の取扱いについて、

この規程の適用を受けることを合意している

者 

ウ その他受入れに際し、本学との間で発明等

の取扱いについて、この規程の適用を受ける

ことを合意している者 

エ 本学の学部又は大学院の学生（研究室に配

属されている者に限る。）であって、かつ、本

学との間で発明等の取扱いについて、この規

程の適用を受けることを合意している者（当

該学生が民間企業等の役員、従業員等の地位

を同時に有する場合は、当該学生がこの規程

の適用を受けることについて、当該民間企業

等の同意があるものに限る。） 

 

 

 

 (7) 「学生」とは、前号のエに掲げる者をいう。 

(8) （略） 

 （中 略） 

 （特許権等及び特許出願等についての維持等） 

第１８条 産官学連携本部長は、その定める一定期

間経過ごとに、第６条又は第１１条第１項の規定

に基づき本学に帰属する特許権等及び特許出願等

の維持の可否について、発明者である研究者等の

意見を聴取したうえ、決定する。 

２ 前項の場合において、発明者の退職、長期出張等

により意見を聴くことが困難な状況になると想定

される場合において、あらかじめ当該発明者が産

官学連携本部に対してその旨届け出たときは、前

項の規定に準じ、事前に本人から意見を聴くもの

とする。発明者が学生である場合において卒業、修

了又は退学により意見を聴くことが困難な場合も

同様とする。 

（中 略） 

（この規程の準用） 

第２５条 研究者等が本学の資金、施設、設備その他

  

（用語の定義） 

第２条 

 

 

(1)～(5) 

(6) 「研究者等」とは、次に掲げる者をいう。 

ア  

 

イ 

 

 

 

 

 

 

ウ   （同 左） 

 

 

 

 

 

 

 

エ その他受入れに際し、本学との間で発明等

の取扱いについて、この規程の適用を受ける

ことを合意している者 

(7) 「学生」とは、前号のウに掲げる者をいう。 

(8)    （同 左） 

 

 （特許権等及び特許出願等についての維持等） 

第１８条  （同 左） 

 

 

 

 

２ 発明者の退職、長期出張等により前項の規定に

基づき意見を聴くことが困難な状況になると想定

される場合において、あらかじめ当該発明者が産

官学連携本部に対してその旨届け出たときは、前

項の規定に準じ、事前に本人から意見を聴くもの

とする。発明者が学生である場合において卒業、修

了又は退学により意見を聴くことが困難な場合も

同様とする。 

 

（この規程の準用） 

第２５条 研究者等が本学の資金、施設、設備その他

（同 左） 

（同 左） 



改    正    前 改    正    後 

の資源を用いて創作したデータベース、プログラ

ム及びデジタルコンテンツ（論文・著書・報告書を

除く。以下同じ。）の著作物の著作権については、

第２条第１号から第５号まで及び第８号、第３条

第２項及び第４項並びに第２１条の規定を除き、

この規程を準用するものとする。ただし、著作権の

性質上準用が不可能又は不適切な場合は、この限

りでない。 

 

 

 

２ 前項の場合において、「発明等」とあるのは「デ

ータベース、プログラム及びデジタルコンテンツ

の著作物」と、「特許権等及び特許等を受ける権利」

とあり、「特許権等又は特許等を受ける権利」とあ

り、及び「特許権等若しくは特許等を受ける権利」

とあるのは「著作権（著作権法（昭和４５年法律第

４８号）第２７条及び第２８条の権利を含む。）」

と、「職務発明等」とあるのは「研究者等が本学の

資金、施設、設備その他の資源を用いて創作したデ

ータベース、プログラム及びデジタルコンテンツ

の著作物」と、「発明者」とあるのは「データベー

ス、プログラム及びデジタルコンテンツの著作者

（著作権法第１５条の職務著作に該当する場合に

あっては、職務上当該データベース、プログラム及

びデジタルコンテンツを作成した者）」と読み替え

るほか、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句に読み替えるものとする。 

（略） 

第２２条

第１項 

１，０００

万円を超え

る額につい

ては、発明

者、部局及

び大学に各

３分の１ず

つ 配 分 す

る。 

著作者から申入れが

ある場合には、大学に

３分の１を配分し、残

りの３分の２につい

て、当該著作物の特性

を考慮して、著作者と

部局に配分すること

ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の資源を用いて創作したデータベース、プログラ

ム及びデジタルコンテンツ（論文・著書・報告書及

び京都大学における臨床研究等データの外部機関

への利用許諾に関する規程（令和２年達示

第４５号）に定める臨床研究等データに該当する

ものを除く。以下同じ。）の著作物の著作権につい

ては、第２条第１号から第５号まで及び第８号、第

３条第２項及び第４項並びに第２１条の規定を除

き、この規程を準用するものとする。ただし、著作

権の性質上準用が不可能又は不適切な場合は、こ

の限りでない。 

２ （同 左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（同 左） 

第２２条

第１項 

配分する。 配分する。ただし、デ

ータベース、プログラ

ム及びデジタルコン

テンツの著作者（著作

権法第１５条の職務

著作に該当する場合

にあっては、職務上当

該データベース、プロ

グラム及びデジタル

コンテンツを作成し

た者）から申入れがあ

る場合には、１，０００

万円を超える額につ

いて、大学に３分の１

を配分し、残りの３分

の２について、当該著

作物の特性を考慮し

て、データベース、プ



改    正    前 改    正    後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（後 略） 

 

 

ログラム及びデジタ

ルコンテンツの著作

者（著作権法第１５条

の職務著作に該当す

る場合にあっては、職

務上当該データベー

ス、プログラム及びデ

ジタルコンテンツを

作成した者）と部局に

配分することができ

る。 

 

附 則 

この規程は、令和２年７月２８日から施行する。 

 


